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平成１7年３月期 決 算 短 信（非連結）     
                                               平成 17 年 5月 27 日 

会 社 名     株式会社協和日成 
JASDAQ・コード番号      １９８１ 
（ＵＲＬ  http://www.kyowa-nissei.co.jp） 
代 表 者     責 任 者 職 名  代表取締役社長 
            氏 名  北 村 眞 隆 
問い合わせ先     責任者役職名  専 務 取 締 役 
            氏 名  岩 波 忠 一 
決算取締役会開催日   平成 17 年 5月 27 日 
配当支払開始予定日   平成 17 年 6月 30 日 
単元株制度採用の有無  有（１単元 1000 株） 

上場取引所     ＪＡＳＤＡＱ 
本社所在都道府県  東京都 
TEL（０３）３４６４－０１２１ 
 
 
 
中間配当制度の有無     無 
定時株主総会開催日   平成 17年 6月 29日

 
１． １７年３月期の業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
（１）経 営 成 績                                      （百万円未満切捨て） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
  
１７年３月期 

 １６年３月期 

百万円      ％
３０，０４１ （△６．３）
３２，０５６ （△４．５）

百万円       ％
２７２ （△１１．０）
３０６ （△６２．０）

百万円       ％
２５９ （△３７．３）
４１３ （△５１．３）

 
 

当 期 純 利 益 １株当たり
当期純利益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

  
１７年３月期 

 １６年３月期 

百万円    ％ 
２７６ （５２．９） 
１８１ （△６．７） 

円  銭
２３ ８１
１５ ５６

円      銭
―      ― 
―      ― 

％ 
３．９ 
２．６ 

％
１．６ 
２．５ 

％
０．９ 
１．３ 

  （注） １．持分法投資損益 １７年３月期 36 百万円     １６年３月期  0  百万円 
２．期中平均株式数 １７年３月期 11,621,348 株  １６年３月期 11,631,733 株 
３．会計処理の方法の変更   有 
４．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
（２）配 当 状 況 

1 株 当 た り 年 間 配 当 金  
 中  間 期  末 

配 当 金 総 額
（年  間） 配 当 性 向 株 主 資 本

配 当 率 
  
１７年３月期 

 １６年３月期 

円    銭
  ７   ５０
   ７   ５０

円    銭
  ―    ― 
  ―    ― 

円    銭
  ７   ５０
  ７   ５０

百万円
８６ 
８７ 

％ 
３１．２ 
４８．２ 

％
１．２ 
１．２ 

  （注） １７年３月期末配当の内訳   普通配当７円５０銭   
 
（３）財 政 状 態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
１７年３月期 
 １６年３月期 

百万円 
１５，５７２ 
１６，３７３ 

百万円
７，２６９ 
７，０３７ 

％
４６．７ 
４３．０ 

円          銭
   ６３０     ６６ 
   ６０５     ０１ 

（注） １．期末発行済株式数１７年３月期 11,527,403 株  １６年３月期 11,631,183 株 
    ２．期末自己株式数 １７年３月期  272,597 株  １６年３月期  168,817 株 

 
（４）キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
１７年３月期 
 １６年３月期 

百万円 
２５２ 
５６０ 

百万円
 △６１９ 
  １８４ 

百万円 
     △６１１ 

  △１９７ 

百万円
２，５９８ 
３，５７８ 

 
２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期 末  
 

中 間 期 
通 期 

百万円
１３，０００ 
３０，５００ 

百万円
１５０ 
５００ 

百万円
 ５０ 
２００ 

円    銭
―   ― 
―   ― 

円    銭 
―   ― 
７   ５０ 

円    銭
―   ― 
７   ５０ 

  （参考） １株当たりの予想当期純利益（通期）１７円３４銭 
   （注）  上記予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の 8ページを参照して下さい。 
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Ⅰ．企業集団の状況 
 当社は、主に東京ガス㈱のガス工事（本支管埋設工事・支管埋設工事・屋内配管工事）及びガス機器販売（ガス暖房機器等各

種ガス機器販売）を主体にし、そのほか建築・設備工事（建築工事・給排水衛生設備工事・空気調和設備工事・内装仕上工事）、

電設・土木工事（電気管路洞道埋設工事・上下水道工事・土木工事）を営み、総合設備業として事業活動を展開しています。 
 また、当社には子会社として株式会社協和ライフサービス（車輌のリース・整備及び損害保険代理店業務を主として営んでい

ます）、株式会社シティクリエイト（地中埋設物の移動修正工事を主として営んでいます）、株式会社協和日成カスタマーサービ

ス（東京ガス㈱よりガス設備の安全点検・ガス料金の検針・収納業務を受託しています）があります。 
 当社と当該子会社との関係は、当社が車輌の一部及び各種損害保険の一部について株式会社協和ライフサービスを通じて購入

等をしており、当社が地中埋設物の移動修正工事を株式会社シティクリエイトに発注しています。 
 更に、当社には関連会社として東京理学検査株式会社があり、同社は配管に対する理化学機器による検査を主として営んでい

ます。 
 事業の系統図は次のとおりです。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガ ス 工 事 

  
ガス機器販売 建築・設備工事 電設・土木工事

当                 社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 当社では子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的判断を誤らせない程度に重要

性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 
 なお資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 
 

資 産 基 準 １.９％ 

売 上 高 基 準 ２.３％ 

利 益 基 準 ９.５％ 

利益剰余金基準 １.２％ 

利益基準において９.５％となっておりますが、これは㈱協和日成カスタマーサービスの開業に伴うものであり、一時的なもの

であります。 

 

得 意 先 東 京 ガ ス ㈱ 

子会社 
㈱協和ライフサービス

子会社 
㈱シティクリエイト

子会社 
㈱協和日成 

カスタマーサービス 

関連会社 
東京理学検査㈱ 
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Ⅱ．経営方針 
１．会社の経営の基本方針 

当社は、「豊かな感性と確かな技術をもって、快適な都市空間を創造し社会に貢献します」を経営理念として掲げ、ガス工

事を主体にした、給排水、電気等の住空間ライフラインを支える総合設備会社を志向しております。 
企業は株主から資本を託され、事業活動を通じて利益をあげ、継続的に株主価値を増大させることを期待されています。

この株主の付託に応えることが企業経営の基本的使命であり、この基本的使命を踏まえたうえで、企業は従業員そして債権

者、顧客を含む取引先、消費者と地域社会等のステークホルダー（利害関係者）に対するそれぞれの責任を果たしていかな

ければなりません。 
そのためには、安全、技術、品質、サービス、環境保全の各分野において最高水準を目指すべく、経営環境・設備投資の

動向を類推しつつ、効率的な組織の改編による営業力の深耕強化を図ります。また高品質を維持することで、既存顧客から

の信頼を確固なものとし、さらに新規顧客の獲得を通して業容拡大に取り組むことによって、「お客様のあらゆるニーズにお

応えし、高い信頼を得る会社づくり」の実現に努めて参ります。 
 
２．会社の利益配分に関する基本方針 

当社の利益配分政策につきましては、内部留保の充実を図るとともに、株主に対しては常に安定的に配当を継続していく

ことを最重要政策の一つとし、将来の見通しや経済動向を総合的に考察するとともに、状況の推移を十分に斟酌して決定す

べきものと考えております。 
また従業員に対しては、雇用の継続確保を最重要政策の一つと考えておりますが、公正且つ公平な処遇に十分留意しつつ、

成果配分のウエイトを高めて参りたいと考えております。 
一方会社としては、経営方針に沿った事業の選択と集中を通して、一層の収益向上に傾注し、財務体質の強化を図りつつ、

経営の安定化を目指して参ります。 
 
３．会社が対処すべき課題 

来期については、エネルギー業界の規制緩和に伴う取引先のコスト削減が続くことに加え、住宅ローン減税制度の控除額

が段階的に引き下げられることによる、住宅着工戸数のペースダウン、さらに民間設備工事においては受注競争の一層の激

化等の影響を受けることが予想されます。 

当社はこのような環境下において、営業強化策の一環として、従来は一部事業所で分散して活動しておりました業務を集

約し、エネルギー提案グループとＴＥＳメンテセンターを設置致しました。 

エネルギー提案グループにつきましては、東京ガス株式会社を始めとする首都圏のガス事業者と連携し、他燃料利用の需

要家を、都市ガスへ転換を促す営業活動を主としております。そのため成約の際は、内管工事、供給管工事及び本支管工事

並びに舗装復旧工事等を当社にて受注施工致します。 

ＴＥＳメンテセンターにつきましては、お客様の視点に立ったサービスを鮮明にするために、ＴＥＳシステムのメンテナ

ンス業務等を行う部門を独立させました。また同センターは、当社機器販売部門と連携し、燃焼機器及び住宅設備機器の販

売拡大にも傾注して参ります。 

また、かねてより取引依頼をしておりました北海道ガス株式会社に、低圧ガス工事の新規参入が決定しました。今後はお

客様のご要望にお応えすべく、従来培ってきました技術力と機動力を生かし、安全、高品質、低コストの維持に努めて参り

ます。 

さらに営業拠点の再編につきましては、計画通り統廃合を進めておりますが、機能別再編として、従来地域ごとに三拠点

で施工管理しておりました、官公庁及び民間設備対応の事業所を、新築設備と既築設備の二拠点に再編し責任体制を明確に

したほか、老朽（経年）ガス管補修業務を行っておりました事業所は、マーケットに連動する形で分割し、既存三営業所に

併合致しました。 

今後も社内情報の共有化を図ると共に、風通しの良い職場つくりを進展させ、さらに、企業活動の基盤となる人材育成に

ついては、公的資格及び業務関連資格の取得バックアップを通して、高い能力を持った人材の開発を実現させることで、よ

り強固な企業基盤の構築を目標として参ります。 
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４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は基本理念に立脚し、株主、投資家の皆様をはじめ、お客様、社会からの信頼をより高め、「お客様のあらゆるニー

ズにお応えし、高い信頼を得る会社づくり」を目標として、コーポレート・ガバナンスの充実を経営課題の一つと認識し、

その取り組みを行っております。 
（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は現在の急激な社会経済情勢の変化に対応するため、「経営の重要事項の決定機能及び監督機能」と、「業務執行機

能」とを分離するために執行役員制度を導入しており、権限委譲と責任体制を明確にすることで、経営の意思決定や効率

経営の向上に努め、事業遂行を行っております。 
また、定例取締役会を毎月１回開催し、経営目標・経営戦略など重要な事業執行戦略を決定するとともに、事業執行者

である（代表）取締役を監督しております。 
監査役におきましては、監査役４名のうち半数の２名は社外監査役で構成されております。社外監査役は、大株主の朝

日生命保険相互会社より１名、主力銀行である株式会社東京三菱銀行より１名招聘しておりますが、会社と会社の社外監

査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係に該当する事項はありません。 
監査役は、常勤監査役を中心に取締役の職務執行を厳正に監視していると同時に、社内の主な会議に出席し必要な助言

を行うほか、適法の下で業務が遂行されるよう指示等を行っております。 
（3）内部統制システム及び内部管理体制の整備・運用状況 

内部監査につきましては、各部署の業務が所定の諸規則及び基準等、それらに準ずる規則に正しく準拠して行われてい

るかについて、取締役社長の直轄部門である経営企画室内へ専任者を配置し、社内規程により実施して、問題点の把握・

指摘・改善勧告を実施すると同時に結果を取締役社長へ報告しております。 
会計監査につきましては、業務監査と同様の手続きにより、経理部担当者が実施しており、必要に応じて取締役社長へ

報告を行っております。 
なお必要に応じて、業務監査及び会計監査は連携して実施しております。 
コンプライアンス体制におきましては、既に総務部内にコンプライアンスグループを設置し専任者を配属して、社員へ

のコンプライアンスマインドを醸成させ、法令及び企業倫理の遵守を確実にするために機会を捉えて取り組んでおります。 
建設災害等防止についての取り組みとしては、スローガン「現場を一流に仕上げる」のもと、全員参加のＩＳＯ活動を

進めております。また併行して、有事の際迅速な対処を取るため、各事業所と経営トップの情報の共有化を図る目的で、

毎朝各拠点長から代表取締役宛に、インターネットのメールを利用した「報告制度」を実施しております。この報告は、

安全の根幹である巡視の実施状況や、経営方針等周知の場である所内会議の実施状況などが含まれております。 
また、全国安全週間の機会を捉え、当社社員及び協力会社従業員の参加により「安全大会」を開催しているほか、社内

の独立組織である「感じ・考え・行動する」委員会が、取締役及び執行役員を中心とした現場巡視を実施し、事故防止に

ついての啓蒙活動を実施しております。 
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取締役会 経営方針及び 
（取締役） 経営事項決定 

代表取締役 

コンプライアンスグループ

｢感じ・考え・行動する｣
委員会 

推進 
支援 

報告 

報告 

報告 

監督 

監査 

執行 

監査等 

監 査 

監査役会
（監査役）

会計監査人

取締役・執行役員 

各部門 

報告 執行 

業務監査 

会計監査 

監
査

巡視による安全啓蒙 

 
コーポレート・ガバナンス及び内部管理体制につきましては次の図の通りです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（4）会計監査の状況 
会計監査につきましては、公認会計士森助紀・公認会計士小林恒男両氏を選任し、商法監査及び証券取引法監査を受け

ております。監査役と公認会計士とは決算等の監査とともに意見交換を行い、相互の連携を高めております。 
 

①業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数 
公認会計士 森 助紀    ３２年 
公認会計士 小林恒男    ２６年 

 
②監査業務に係る補助者の構成 
公認会計士       ５名 
会 計 士 補       ３名 
そ の 他       １名 

 
（5）役員報酬及び監査報酬 
①役員報酬  

 
 

 
②監査報酬  
      
                   
 

５．親会社等に関する事項 
該当事項はありません。 

社内取締役に対する報酬 １５９,６４８千円
監査役に対する報酬 ３２,７１５千円

監査契約に基づく監査証明に係る報酬 １９,２００千円
それ以外の報酬 ― 千円
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Ⅲ．経営成績及び財政状態 
１．当期の概況 

当期におけるわが国経済は、昨年夏以降景気の「踊り場」が続いており、一部業種に生産・在庫調整も見られますが、成

長率は横ばいで、現状では最悪期を抜け出たものの、最近の原油価格の異常高騰・新潟県中越地震の被害など国内景気に少

なからず影響が懸念されております。 
また、有価証券報告書の不実記載や企業内事故隠蔽工作などが社会的指弾を受け、今まで以上に実効性あるコンプライア

ンス経営が求められております。 
国内全般の企業業績については、バブル崩壊後の官民挙げて幾多の構造改革の結果、企業収益は改善し、設備投資も穏や

かながら増勢を続けております。 
個人消費もおおむね横ばいで、雇用情勢に厳しさが残るなど一部弱い動きが見られますが景気は回復傾向にあります。 
海外経済を見ますと、世界の景気は最近の原油価格の高騰による物価への転価懸念はあるものの、着実に回復基調にあり、

米国経済も株価の上昇や設備投資・個人消費も堅調であり、雇用状況も改善され景気は拡大基調にあります。 
また、アジア近隣諸国については、中国・タイ等を中心に個人消費や設備投資に過熱気味の懸念は続いておりますが景気

は拡大しており、韓国経済も、輸出低迷が景気回復の足かせになってはおりますが、回復基調にあります。 
さて当社のこの１年を振り返りますと、合併効果を具現化するためにあらゆる分野で、組織を効率的に改編のうえ、営業

拠点の統廃合や主要取引先を中心に積極的な営業展開を実施し、同時に工事原価および一般管理費の削減を図りながら採算

性を重視し、高コスト体質の改善に努めてまいりました。 
さらに、当社の経営理念でもあります「豊かな感性と確かな技術をもって、快適な都市空間を創造し社会に貢献します」

をモットーに、取引先・お客様からご満足いただけるよう全社的規模でＣＳ運動を展開し、同時にＩＳＯ基準に沿った工事

施工を実施しております。 
しかしながらこのような背景のもと、当社を取り巻く環境は、エネルギー業界における規制緩和の影響から主要取引先で

ありますガスおよび電力会社の設備投資の大幅な抑制と発注単価の見直しなど、私どもの合理化対策を上回る実情にあり、

昨年以上に厳しい状況を余儀なくされております。 
この結果、当期売上高３０,０４１百万円（前年同期間比 ２,０１４百万円 ６.３％減）、経常利益２５９百万円（前年同期

間比 １５３百万円 ３７.３％減）にとどまりましたが、一昨年横浜市に収用されました上郷分駐所の代替え物件の購入に伴
い未決算圧縮特別勘定を取り崩し当期純利益は ２７６百万円（前年同期間比 ９５百万円 ５２.９％増）を計上することがで
きました。 

 
 

① 種類別の状況は次のとおりであります。 
ガス工事 
 住宅着工戸数につきましては、景気の回復に足取りを合わせて増加いたしましたが、東京ガス株式会社の設備投資抑制

とコスト削減の影響を受け、完成工事高は ２２,９７１百万円（前年同期比 １,８２３百万円 7.４％減）となりました。 
 なお、手持工事高は ４,００２百万円となりました。 

 
ガス機器販売 
 家計のマインドに改善が見られるものの、量販店の類似商品との価格競争の激化により売上高は ９２９百万円（前年同
期比 １７２百万円 １５.７％減）となりました。 

 
建築・設備工事 
 公共工事の縮小が続くなか、官公庁からの受注工事は完工が次期に繰り越しとなりましたが、集合住宅給湯・床暖房工

事が順調であったため、完成工事高は ４,９０２百万円（前年同期比 １８３百万円 ３.９％増）となりました。 
 なお、手持工事高は ４,０６３百万円となりました。 
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電設・土木工事 
 ゴルフ場等のスプリンクラー工事につきましては好調に推移いたしましたが、東京電力株式会社の更なる設備投資抑制

に加え、水道工事の低価格受注競争の影響を受け、完成工事高は １,２３９百万円（前年同期比 ２０１百万円 １４.０％
減）となりました。 
なお手持工事高は ２８１百万円となりました。 
 

 
② キャッシュ・フローの状況 
 当事業年度における現金及び現金同等物は、有形固定資産の取得による支出と社債の償還による支出が増加したため、

前年同期に比べ９７９百万円（２７.４％）減少し、当事業年度末には２,５９８百万円となりました。 
 
   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 公共工事の縮小傾向が継続したことに加え、低価格受注競争の結果、未決算圧縮特別勘定取崩益を除いた税引前当期

純利益は２５４百万円と前年同期に比べ２１８百万円の減益となったことから、２５２百万円と前年同期に比べ３０８

百万円（５５.０％）の減少となりました。 
 
   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 老朽化した営業所建物の建替え及び、横浜市に収用された土地・建物の売却代金を活用した賃貸借中の営業所土地・

建物の購入等により、△６１９百万円と８０４百万円の減少となりました。 
 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 長期借入金の返済に加え、社債の償還による支出があったため△６１１百万円（前年同期は△１９７百万円）となり

ました。 
 

 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 

自己資本比率 ２７.８％ ２８.９％ ４０.４％ ４３.０％ ４６.７％
時価ベースの自己資本比率 １７.１％ ２０.５％ １７.７％ ２２.８％ １９.６％
債務償還年数 ６.０年 ４.０年 １.８年 １.８年 ２.３年
インタレスト・ガバレッジ・

レシオ 
９.６ １５.７ １１.３ ２１.４ １２.８

 
自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
＊ キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用している。有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のう

ち利子を支払っているすべての負債を対象としている。 
 
 

③ 当期の利益配分について 
 当社は安定的に配当を継続していく事を最重要施策の一つと考えております。なお当期の配当につきましては、1株当
たり７円５０銭、配当性向３１.２％といたす予定であります。 
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２．次期の見通し 
今後の当社を取り巻く環境につきましては、引き続き厳しい状況が続くものと推測しております。 
このような環境のなか、課題であります営業部門の質的強化を実施し、採算性の改善を図ると同時に新規顧客の獲得、主

要取引先からの受注確保について、経済見通しを十分に勘案し、次期の業績を部門ごとに算出しております。 
 

① 種類別の売上高予想 
                                  （単位：百万円） 

 １８／３期予想 
ガス工事 ２３,０００ 
ガス機器販売 ８００ 
建築・設備工事       ５,２００ 
電設・土木工事       １,５００ 
合  計 ３０,５００ 

 
 

② 利益予想 
 利益は、経常利益５００百万円 当期純利益２００百万円を見込んでおります。 

 
 
３．事業のリスク 
当社の中核事業である都市ガス関連工事は、年間総売上の５６.３％を占めておりますが、特に東京ガス株式会社の指定工

事会社として、一定のシェアを確保しておりますので今後とも安定的な受注・売上高を計上できる環境下にあります。 
しかしながらその反面、主要取引先の各種施策が当社の経営成績に与える影響は非常に大きく、特に規制緩和の進行に伴

うガス対電気の競争激化により、発注量及び発注単価の影響を受ける可能性があります。 
また、工事施工にあたっては、安全・高品質を至上命題として内部統制体制を徹底しておりますが、施工上の問題に起因

する品質の不備もしくは事故が発生した場合は、監督官庁からの指摘・指導、発注元からのペナルティー（起因者に対する

資格停止処分、入札参加資格停止処分等）のため当社の業績が影響を受ける可能性があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（単位：千円）

(  資　　産　　の　　部  ）
Ⅰ

現 金 預 金 3,578,187 2,598,708
受 取 手 形 736,366 468,159
完 成 工 事 未 収 入 金 5,577,554 5,531,004
有 価 証 券 20,890 20,890
未 成 工 事 支 出 金 1,832,956 1,757,279
商 品 15,773 17,803
材 料 貯 蔵 品 165,236 133,046
短 期 貸 付 金 65,088 66,088
前 払 費 用 88,937 90,340
繰 延 税 金 資 産 271,485 297,084
未 収 入 金 173,541 172,581
そ の 他 流 動 資 産 25,946 149,067
貸 倒 引 当 金 △ 110,539 △ 122,024
流 動 資 産 合 計 12,441,423 11,180,030 △ 1,261,393

Ⅱ
有 形 固 定 資 産
建 物 1,264,219 1,471,327
減 価 償 却 費 累 計 額 693,256 570,963 624,331 846,995
構 築 物 237,749 221,889
減 価 償 却 累 計 額 181,801 55,948 151,276 70,613
機 械 装 置 130,045 130,756
減 価 償 却 累 計 額 115,007 15,038 116,627 14,128
車 輌 運 搬 具 320,275 273,658
減 価 償 却 累 計 額 267,053 53,222 238,831 34,827
工 具 器 具 ・ 備 品 367,226 332,128
減 価 償 却 累 計 額 285,323 81,902 260,697 71,430
土 地 1,035,631 1,339,001
建 設 仮 勘 定 945 －
有 形 固 定 資 産 合 計 1,813,650 2,376,996 563,345
無 形 固 定 資 産
そ の 他 無 形 固 定 資 産 28,732 28,571
無 形 固 定 資 産 合 計 28,732 28,571 △ 161
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券 988,857 1,096,367
関 係 会 社 株 式 301,269 301,269
長 期 貸 付 金 21,897 11,727
従 業 員 長 期 貸 付 金 54,791 36,156
長 期 前 払 費 用 532 －
差 入 保 証 金 226,639 200,071
会 員 権 179,569 179,569
破 産 更 生 債 権 等 69,538 63,839
繰 延 税 金 資 産 324,769 154,138
そ の 他 投 資 等 148,496 154,214
貸 倒 引 当 金 △ 226,543 △ 210,908
投資その他の資産合計 2,089,818 1,986,445 △ 103,372
固 定 資 産 合 計 3,932,201 4,392,013 459,811

16,373,624 15,572,043 △ 801,581

Ⅳ． 財 務 諸 表
（１）貸　借　対　照　表

（2）

流 動 資 産

固 定 資 産

（1）

第　　　５６　　　　期
（平成１７年３月３１日）

増　減 （△）

（3）

資 産 合 計

（平成１６年３月３1日）
第　 　５７　 　　期
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（単位：千円）

(  負　　債　　の　　部  ）
Ⅰ

支 払 手 形 358,923 264,454
工 事 未 払 金 4,128,724 4,117,023
1年以内返済予定の長期借入金 98,520 98,520
1 年 以内償還予定の社債 400,000 300,000
未 払 金 188,229 195,639
未 払 消 費 税 等 87,651 7,009
未 払 法 人 税 等 85,139 171,938
未 払 費 用 192,339 190,742
未 成 工 事 受 入 金 1,009,191 806,345
預 り 金 96,385 103,475
未 決 算 圧 縮 特 別 勘 定 304,117 －
賞 与 引 当 金 652,546 655,081
流 動 負 債 合 計 7,601,768 6,910,230 △ 691,538

Ⅱ
長 期 借 入 金 190,980 92,460
社 債 400,000 100,000
退 職 給 付 引 当 金 1,143,840 1,199,511
固 定 負 債 合 計 1,734,820 1,391,971 △ 342,849
負 債 合 計 9,336,589 8,302,202 △ 1,034,387

(  資　　本　　の　　部  ）
Ⅰ 590,000 590,000 0
Ⅱ

1 1,909 1,909
1,909 1,909 0

Ⅲ
1 133,637 142,360
2
退 職 積 立 金 525,002 525,002
別 途 積 立 金 5,100,000 5,625,002 5,200,000 5,725,002

3 428,903 509,631
6,187,543 6,376,994 189,450

Ⅳ 261,674 330,991 69,316
Ⅴ △ 4,092 △ 30,053 25,960

7,037,034 7,269,841 232,806
16,373,624 15,572,043 △ 801,581

増　減 （△）
（平成１６年３月３1日） （平成１７年３月３１日）

資 本 金

流 動 負 債

固 定 負 債

利 益 準 備 金

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式
資 本 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

任 意 積 立 金
(1)
(2)

第　  　５６　　　　期 第　 　 ５７　　　　期

当 期 未 処 分 利 益
利 益 剰 余 金 合 計
その他有価証券評価差額金
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（単位：千円）

Ⅰ
完 成 工 事 高 30,954,361 29,112,559
商 品 売 上 高 1,101,990 32,056,352 929,157 30,041,717 △ 2,014,635

Ⅱ
完 成 工 事 原 価 28,630,026 27,229,200
商 品 売 上 原 価 560,400 29,190,426 463,785 27,692,985 △ 1,497,440
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 2,324,335 1,883,359
商 品 売 上 総 利 益 541,590 2,865,925 465,372 2,348,731 △ 517,194

Ⅲ
役 員 報 酬 203,482 192,363
従 業 員 給 料 手 当 1,083,049 890,567
賞 与 引 当 金 繰 入 額 143,072 121,655
退 職 給 付 費 用 64,186 45,331
役 員 退 職 金 等 35,817 15,140
法 定 福 利 費 168,261 148,997
福 利 厚 生 費 57,838 36,361
委 託 業 務 費 148,687 125,866
修 繕 維 持 費 9,188 4,268
事 務 用 品 費 25,425 18,601
通 信 交 通 費 76,379 64,341
動 力 用 水 光 熱 費 11,646 11,003
広 告 宣 伝 費 4,830 3,384
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 155,153 19,881
交 際 費 37,269 17,371
寄 付 金 168 1,653
地 代 家 賃 100,029 73,222
減 価 償 却 費 23,734 18,106
租 税 公 課 17,755 39,637
保 険 料 32,087 34,647
雑 費 161,367 2,559,433 193,504 2,075,906 △ 483,526
営 業 利 益 306,492 272,824 △ 33,667

Ⅳ
受 取 利 息 4,419 3,138
受 取 配 当 金 14,681 15,379
工 材 販 売 手 数 料 74,227 －
雑 収 入 107,534 200,863 55,377 73,895 △ 126,967

Ⅴ
支 払 利 息 9,180 5,719
社 債 利 息 17,010 14,010
雑 支 出 68,041 94,232 67,788 87,517 △ 6,714

413,123 259,203 △ 153,920

営 業 外 費 用

売 上 高

増　減 （△）

至平成１６年３月３１日 至平成１７年３月３１日
自平成１６年４月　１日自平成１５年４月　１日

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

経 常 利 益

第　 　　５６　 　　　期 第　 　　５７　 　　　期

（２）損　益　計　算　書
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（単位：千円）

Ⅵ
固 定 資 産 売 却 益 21,068 －
未決算圧縮特別勘定取崩益 － 304,117
投 資 有 価 証 券 売 却 益 78,047 99,116 41,388 345,505 246,389

Ⅶ
固 定 資 産 売 却 損 3,527 199
固 定 資 産 除 却 損 18,418 45,463
た な 卸 資 産 除 却 損 10,749 592
投 資 有 価 証 券 売 却 損 1,512 －
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 5,180 39,388 － 46,255 6,867
税 引 前 当 期 純 利 益 472,851 558,453 85,601
法人税・住民税及び事業税 268,640 183,899
法 人 税 等 調 整 額 23,201 291,841 97,868 281,768
当 期 純 利 益 181,010 276,684 95,674
前 期 繰 越 利 益 213,684 232,946
退 職 積 立 金 取 崩 高 34,209 －
当 期 未 処 分 利 益 428,903 509,631 80,727

（単位：千円）

Ⅰ 3,650,601 4,125,953 475,351

Ⅱ 710,177 678,720 △ 31,456

Ⅲ 16,393,937 14,978,408 △ 1,415,528

Ⅳ 7,875,309 7,446,116 △ 429,192

（ う ち 人 件 費 ） ( 5,081,403 ) ( 4,896,268 )  ( △ 185,135 )

完 成 工 事 原 価 28,630,026 27,229,200 △ 1,400,826

（単位：千円）

31,095 15,773 △ 15,322

545,078 465,816 △ 79,261

576,173 481,589 △ 94,584

15,773 17,803 2,030

560,400 463,785 △ 96,614

第　 　　５７　 　　　期
増　減 （△）自平成１５年４月　１日 自平成１６年４月　１日

至平成１６年３月３１日 至平成１７年３月３１日

特 別 利 益

特 別 損 失

完 成 工 事 原 価 報 告 書

第　 　　５６　 　　　期

増　減 （△）自平成１５年４月　１日 自平成１６年４月　１日
至平成１６年３月３１日 至平成１７年３月３１日

第　 　　５６　 　　　期 第　 　　５７　 　　　期

商 品 売 上 原 価 明 細 書

材　　　料　　　費

外　　　注　　　費

労　　　務　　　費

経　　　　　　　費

（注）　原価計算の方法は個別原価計算です。

増　減 （△）自平成１５年４月　１日 自平成１６年４月　１日
至平成１６年３月３１日 至平成１７年３月３１日

第　 　　５６　 　　　期 第　 　　５７　 　　　期

商 品 売 上 原 価

期 首 商 品 た な 卸 高

当 期 商 品 仕 入 高

計

期 末 商 品 た な 卸 高
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（３）キャッシュ・フロー計算書

金　　　　額 金　　　　額
Ⅰ

1 472,851 558,453
2 126,708 109,651
3 47,808 △ 4,149
4 △ 53,112 2,534
5 47,537 55,670
6 △ 19,100 △ 18,518
7 26,190 19,729
8 △ 21,068 －
9 3,527 199
10 18,418 45,463
11 △ 78,047 △ 41,388
12 1,512 －
13 5,180 －
14 508,045 320,455
15 102,981 105,836
16 △ 277,966 △ 106,170
17 54,830 △ 122,796
18 128,020 △ 574,701

1,094,318 350,270
19 19,103 18,545
20 △ 25,993 △ 19,665
21 △ 527,107 △ 97,100

560,320 252,049
Ⅱ

1 △ 20,889 △ 20,889
2 20,888 20,889
3 △ 49,190 △ 718,825
4 41,579 －
5 128 －
6 △ 84,834 △ 42,787
7 197,503 93,145
8 △ 88,343 △ 65,700
9 131,526 93,505
10 36,399 20,849

184,768 △ 619,813
Ⅲ

1 △ 98,520 △ 98,520
2 － △ 400,000
3 △ 181 △ 25,960
4 △ 98,870 △ 87,233

△ 197,571 △ 611,714
Ⅳ
Ⅴ 547,516 △ 979,478
Ⅵ 3,030,670 3,578,187
Ⅶ 3,578,187 2,598,708

無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

（単位：千円）

第　　　　５６　　　　期
自　平成１５年４月　１日
至　平成１６年３月３１日

仕 入 債 務 の 減 少 額 （ △ ） 又 は 増 加 額
その他の流動資産の減少額又は増加額（△）
その他の流動負債の増加額又は減少額（△）

小　　　　　　　　　　　　　　計

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

配 当 金 の 支 払 額

社 債 の 償 還 に よ る 支 出

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

至　平成１７年３月３１日

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

第　　　　５７　　　　期
自　平成１６年４月　１日

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

その他の固定資産の減少額又は増加額（△）

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

貸 付 に よ る 支 出
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 有 価 証 券 売 却 損
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損
売 上 債 権 の 増 加 額 （ △ ） 又 は 減 少 額
たな卸資産の増加額（△）又は減少額

有 形 固 定 資 産 売 却 益
有 形 固 定 資 産 売 却 損
有 形 固 定 資 産 除 却 損
投 資 有 価 証 券 売 却 益

賞与引当金の増加額又は減少額（△）
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
支 払 利 息

税 引 前 当 期 純 利 益
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

減 価 償 却 費
貸倒引当金の増加額又は減少額（△）

期　　　別

科　　　目
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（単位：千円）

80,727

Ⅰ △ 778

Ⅱ △ 5,492

Ⅲ △ 100,000

Ⅳ 180,980

74,709

6,017次 期 繰 越 利 益 232,946 238,964

別 途 積 立 金 100,000 －

合　　　　　　　　　計 195,957 270,666

圧 縮 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

利 益 準 備 金 8,723 3,230

（平成１７年６月２９日）

428,903 509,631

－ 180,980

（４）利　益　処　分　案

 第       ５６       期  第       ５７       期

こ　れ　を　次　の　と　お　り　処　分　い　た　し　ま　す。

株 主 配 当 金 87,233 86,455

増　減 （△）
（平成１６年６月２９日）
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重要な会計方針 

 第  ５６  期 第  ５７  期 

1.有価証券の評価基準 

及び評価方法 

関係会社株式 

  ･･移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  ･･決算末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

 ･･移動平均法による原価法 

関係会社株式 

同 左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同 左 

 

 

 

時価のないもの 

同 左 

2.たな卸資産の評価基 

準及び評価方法 

商     品   移動平均法による原

価法 

材 料 貯 蔵 品   移動平均法による原

価法 

未成工事支出金    個別法による原価法 

商     品    同 左 

 

材 料 貯 蔵 品    同 左 

 

未成工事支出金     同 左 

3.固定資産の減価償却 

の方法 

） (1)有形固定資産 

  定率法によっております。なお、耐用年

数及び残存価額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

ただし、平成１0年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備は除く）については、

定額法によっております。 

なお、取得価額 10 万円以上 20 万円未満

の少額減価償却資産については、3年間で均

等償却する方法によっております。 

 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しています。 

ただし、ソフトウエア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用しております。 

(1)有形固定資産 

同 左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しています。 

 

 

 

4.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 

(1)貸倒引当金 

同 左 
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 第  ５６  期 第  ５７  期 

４．4.引当金の計上基準 (2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10 年）による定率法により、それぞれ

発生の翌期から費用処理しております。 

(2)賞与引当金 

同 左 

 

 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10 年）による定率法により、それぞれ

発生の翌期から費用処理しております。 

職員退職規程の統一化により発生した未

認識過去勤務債務は発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により当期より費用処理し

ております 

 

5.長期請負工事の収益計上

基準 

 

長期請負工事の収益計上基準は、工事完成

基準です。 

同 左 

6.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 

同 左 

 

 

 

 

7.ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては特例処理の要件

を満たしておりますので特例処理を採用し

ております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 （ヘッジ手段）  （ヘッジ対象） 

  金利スワップ   借入金の利息 

(3) ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的

で金利スワップ取引を行っておりヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行っております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

当社は金利スワップ特例処理を適用して

おりますので有効性の評価を省略しており

ます。 

 

1) ヘッジ会計の方法 

同 左 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）  （ヘッジ対象） 

同 左          同 左 

(3) ヘッジ方針 

同 左 

 

 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同 左 
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 第  ５６  期 第  ５７  期 

8.キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から 3

ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短

期的投資からなっております。 

同 左 

 

9.その他財務諸表作成の 

ための重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

き方式によっております。 

 

(1) 消費税等の会計処理 

同 左 

 

 

 

会計処理の変更 

第  ５６  期 第  ５７  期 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当社は、工材販売手数料について、従来の営業外収益に

計上する方法から完成工事高に計上する方法に変更いた

しました。 

この変更は、工材販売手数料は工事取引上発生する工材

の有償譲渡に係るものであり、毎月、定例的に発生するも

のであることから、完成工事高と完成工事原価とのより適

切な対応を図るため変更したものであります。 

この変更により、従来と同一の方法によった場合に比べ、

完成工事高、売上総利益及び営業利益はそれぞれ 60,933

千円増加しております。 

 

 

 

追加情報 

第  ５６  期 第  ５７  期 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第

9号）が平成 15 年 3月 31 日に公布され、平成 16 年 4月 1

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成 16 年 2 月 13 日 企業会計基準委員会

実務対応報告第 12 号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割 24,750 千円を販売費及び一般管理費に計上して

おります。 
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注 記 事 項 

 （貸借対照表関係） 

第  ５６  期 

（平成１６年３月３１日） 

第  ５７  期 

（平成１７年３月３１日） 
 
＊１このうち下記有形固定資産は１年以内返済予定の長期借
入金９８,５２０千円、長期借入金１９０,９８０千円、
１年以内返済予定の社債４００,０００千円、社債４０
０,０００千円の担保に供しています。 

 
建     物     ３１０,０６３千円 
土     地     ８００,２２１千円 
   計       １,１１０,２８４千円 

＊２会社が発行する株式 普通株式   ３２,０００千株 
 
ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われた場合に
は、これに相当する株式数を減ずることとなっておりま
す。 
発行済株式総数  普通株式   １１,８００千株 
自己株式の保有数 普通株式   １６８,８１７株 
 

＊（配当制限） 
有価証券の時価評価により純資産額が２６１,６７４千円
増加しております。 
なお、当該金額は商法施行規則第１２４条第３号の規定に
より、配当に充当することが制限されております。 

 
＊ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６
行とシンジケーション方式クレジット・ファシリティ契約
を締結しております。 
当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入金
末実行残高は次のとおりです。 
 
貸出コミットメントの総額   ３,５００,０００千円 
貸出実行残高                －千円 
差引額            ３,５００,０００千円 

 
＊ 偶発債務 
当社は従業員の住宅資金借入の一部に対し取引銀行と債
務保証契約を締結しております。当事業年度末における保
証限度額と従業員借入金残高は次のとおりです。 
 
保証限度額            １５０,０００千円 
従業員借入残高            ２,０３９千円 
 

＊ 未決算圧縮特別勘定 
横浜市への収用に伴う売却益相当額であります。 

 

 
＊１このうち下記有形固定資産は１年以内返済予定の長期借
入金９８,５２０千円、長期借入金９２,４６０千円、１
年以内返済予定の社債３００,０００千円、社債１００,
０００千円の担保に供しています。 

 
建     物      １０７,５２５千円 
土     地      ７０３,７３１千円 

計           ８１１,２５６千円 
＊２会社が発行する株式 普通株式    ３２,０００千株 
 
ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われた場合に
は、これに相当する株式数を減ずることとなっておりま
す。 
発行済株式総数  普通株式    １１,８００千株 
自己株式の保有数 普通株式    ２７２,５９７株 
 

＊（配当制限） 
有価証券の時価評価により純資産額が３３０,９９１千円
増加しております。 
なお、当該金額は商法施行規則第１２４条第３号の規定に
より、配当に充当することが制限されております。 

 
＊ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６
行とシンジケーション方式クレジット・ファシリティ契約
を締結しております。 
当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入金
末実行残高は次のとおりです。 
 
貸出コミットメントの総額    ３,５００,０００千円 
貸出実行残高                 －千円 
差引額             ３,５００,０００千円 
 

＊ 偶発債務 
当社は従業員の住宅資金借入の一部に対し取引銀行と債
務保証契約を締結しております。当事業年度末における保
証限度額と従業員借入金残高は次のとおりです。 
 
保証限度額            １５０,０００千円 
従業員借入残高            １,５４９千円 
 

＊ 未決算圧縮特別勘定 
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（損益計算書関係） 

第      ５６      期 

自 平成１５年 ４月 １日 

至 平成１６年 ３月３１日 

第     ５７    期 

自 平成１６年 ４月 １日 

至 平成１７年 ３月３１日 
＊１ 租税公課の内訳は次のとおりです。 
 
 
印 紙 税           ４,８８５千円 
固 定 資 産 税          １２,６０２千円 
自 動 車 税             ２６７千円 

計             １７,７５５千円 
 
＊ ２ 雑収入の内訳は次のとおりです。 
 
  収用補償金等           ４８,０２３千円 
  報 奨 金           ４,８１８千円 
  事務手数料等           ７,１６７千円 

小口工事仮単価修正益等       ５,４９９千円 
  そ の 他          ４２,０２７千円 
     計            １０７,５３４千円 
 
＊３ 雑支出の内訳は次のとおりです。 
 
コミットメントフィー等      ２５,８８７千円 
そ の 他              ４２,１５４千円 

計                        ６８,０４１千円 
 
＊４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。  
 

建 物           ８,７７３千円 
構 築 物              ７１８千円 
機 械              ２１１千円 
車 輌 運 搬 具           ５,５３７千円 
工具器具・備品           ３,１７８千円 

計             １８,４１８千円 
 
＊５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 
 
土     地          ２１,０６８千円 

計              ２１,０６８千円 
 

＊６ 未決算圧縮特別勘定取崩益の内訳は次のとおりです。 
 
 
 
 
 

※ 研究開発費の総額 
    該当事項はありません。 
 

＊１ 租税公課の内訳は次のとおりです。 
 
    外形標準課税          ２４,７５０千円 
  印 紙 税           ６,２３４千円 
  固 定 資 産 税           ８,４６６千円 
  自 動 車 税            １８５千円 
     計             ３９,６３７千円 
 
＊２ 雑収入の内訳は次のとおりです。 
 
 
  報 奨 金            ８,９７０千円 
  事務手数料等           ６,８２７千円 
  小口工事仮単価修正益等       ２,４５７千円 
そ の 他          ３７,１２１千円 

     計             ５５,３７７千円 
 
＊３ 雑支出の内訳は次のとおりです。 
 
コミットメントフィー等      ２８,５２８千円 

  そ の 他          ３９,２５９千円 
     計             ６７,７８８千円 
 
＊４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。  
 
建 物          ３３,６３１千円 
構 築 物            ６,３０７千円 
機 械              ８９千円 
車 輌 運 搬 具           ２,９３８千円 
工具器具・備品           ２,４９６千円 

     計             ４５,４６３千円 
 
＊５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 
 

 
 

 
＊６ 未決算圧縮特別勘定取崩益の内訳は次のとおりです。 
 
土     地         ２４０,１３１千円 
建     物          ６３,９８６千円 

計              ３０４,１１７千円 
 
※ 研究開発費の総額 
    該当事項はありません。 
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

第      ５６      期 

自 平成１５年 ４月 １日 

至 平成１６年 ３月３１日 

第     ５７    期 

自 平成１６年 ４月 １日 

至 平成１７年 ３月３１日 
 
１.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成１６年３月３１日） 

現 金 預 金        ３,５７８,１８７千円 

現金及び現金同等物        ３,５７８,１８７千円 
  

 
１.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成１７年３月３１日） 

現 金 預 金       ２,５９８,７０８千円 

現金及び現金同等物        ２,５９８,７０８千円 
  

 

（リース取引関係） 

第      ５６      期 

自 平成１５年 ４月 １日 

至 平成１６年 ３月３１日 

第     ５７    期 

自 平成１６年 ４月 １日 

至 平成１７年 ３月３１日 
 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

                  工具器具・備品 

取 得 価 額 相 当 額    １５６,４８０千円 

減価償却累計額相当額     ７３,４８８千円 

期 末 残 高 相 当 額     ８２,９９１千円 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しています。 

 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

１ 年 以 内       ２７,８９７千円 

    １ 年 超       ５５,０９４千円 

      合  計         ８２,９９１千円 

 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定している。 

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

支 払 リ ー ス 料      ２８,６５６千円 

減価償却費相当額      ２８,６５６千円 

 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 

 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

                 工具器具・備品 

取 得 価 額 相 当 額    １６２,６８７千円 

減価償却累計額相当額     ９０,９１７千円 

期 末 残 高 相 当 額     ７１,７６９千円 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しています。 

 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

１ 年 以 内       ３２,２７６千円 

    １ 年 超       ３９,４９２千円 

      合  計        ７１,７６９千円 

 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定している。 

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

支 払 リ ー ス 料     ３１,９２２千円 

減価償却費相当額     ３１,９２２千円 

 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。 
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（有価証券関係） 

 前事業年度 （自平成 15 年 4月 1日 至平成 16 年 3月 31 日） 

 

有 価 証 券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

 取 得 原 価 
貸借対照表における 
貸 借 対 照 表 上 額 

差   額 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 

① 株 式 

 

388,408 

 

844,498 

 

456,089 

小  計 388,408 844,498 456,089 

貸借対照表計上額が取得原価をこえないもの 

① 株 式 

② その他 

 

96,277 

31,760 

 

82,945 

28,718 

 

△13,332 

△3,042 

小  計 128,037 111,663 △16,374 

合  計 516,446 956,161 439,715 

（注）「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

 

２．当該事業年度中に売却したその他有価証券 

（単位：千円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

197,503 78,047 1,512 

 

３．時価評価されていない有価証券 

(1) 子会社株式       （単位：千円） 

区  分 貸借対照表上額 

① 子会社株式 

② 関連会社株式 

60,000 

241,269 

合  計 301,269 

 

(2) その他有価証券     （単位：千円） 

区  分 貸借対照表上額 

①非上場株式 
（店頭売買株式を除く） 

②割引商工債 

32,696 
 

20,890 

合  計 53,586 
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（有価証券関係） 

 当事業年度 （自平成 16 年 4月 1日 至平成 17 年 3月 31 日） 

 

有 価 証 券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

 取 得 原 価 
貸借対照表における 
貸 借 対 照 表 上 額 

差   額 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 

① 株 式 

 

458,057 

 

1,017,182 

 

559,124 

小  計 458,057 1,017,182 559,124 

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 

① 株  式 

② その他 

 

－ 

31,760 

 

－ 

28,830 

 

－ 

△2,930 

小  計 31,760 28,830 △2,930 

合  計 489,818 1,046,012 556,194 

（注）「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

 

２．当該事業年度中に売却したその他有価証券 

（単位：千円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

93,145 41,388 － 

 

３．時価評価されていない有価証券 

（1）子会社株式       （単位：千円） 

区  分 貸借対照表上額 

① 子会社株式 

② 関連会社株式 

60,000 

241,269 

合  計 301,269 

 

（2）その他有価証券      （単位：千円） 

区  分 貸借対照表上額 

①非上場株式 
（店頭売買株式を除く） 

②割引商工債 

50,354 
 

20,890 

合  計 71,244 

 

 

 

 

 



 ‐23‐

（デリバティブ取引関係） 

１. 取引の状況に関する事項 

第      ５６      期 

自 平成１５年 ４月 １日 

至 平成１６年 ３月３１日 

第     ５７    期 

自 平成１６年 ４月 １日 

至 平成１７年 ３月３１日 

(1) 取引の内容 

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。 

(3) 取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用

しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行ってお

ります。 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）     （ヘッジ対象） 

金利スワップ      借入金の利息 

③ ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ

取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎になって

おります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

当社は金利スワップ特例処理を適用しておりますので有

効性の評価を省略しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有し

ております。 

なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定してい

るため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び

取引限度額等を定めた社内ルールに従い、経理部が決済担当

者の承認を得て行っております。 

 

(1) 取引の内容 

同 左 

 

(2) 取引に対する取組方針 

同 左 

 

 

(3) 取引の利用目的 

同 左 

 

 

 

 

① ヘッジ会計の方法 

同 左 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）   （ヘッジ対象） 

同 左              同 左 

③ ヘッジ方針 

同 左 

 

 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同 左 

 

(4) 取引に係るリスクの内容 

同 左 

 

 

 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同 左 
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２．取引の時価等に関する事項 

第５６期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 

該当事項はありません。なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の

対象から除いております。 

 

第５７期（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 

該当事項はありません。なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の

対象から除いております。 
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（退職給付関係） 

第５６期（平成１６年３月３１日現在） 第５７期（平成１７年３月３１日現在） 
 
１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適

格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。 

なお、適格退職年金制度は第１８期より採用しています。 

 

２. 退職給付債務に関する事項 

（単位：千円） 

イ．退職給付債務             △2,062,157 

ロ．年金資産                 724,031 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）     △1,338,126 

 

ニ．未認識数理計算上の差異              194,286 

ホ．未認識過去勤務債務               － 

ヘ．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ）  △1,143,840 

ト．前払年金費用                  － 

チ．退職給付引当金（ヘ－ト）       △1,143,840 

 

（注１）厚生年金基金は複数事業主制度（総合型）のため、含

めておりません。 

なお、掛金拠出割合により計算した年金資産は

178,589 千円であります。 

 

 

 

 

３. 退職給付費用に関する事項 

（単位：千円） 

イ．勤務費用                 112,074 

ロ. 利息費用                  46,536 

ハ. 期待運用収益                  － 

ニ. 会計基準変更時差異の費用処理額         － 

ホ. 数理計算上の差異の費用処理額        53,783 

ヘ. 過去勤務債務の費用処理額            － 

ト. 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）  212,394 

 

 

（注１）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。 

 
１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適

格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。 

なお、適格退職年金制度は第１８期より採用しています。 

 

２. 退職給付債務に関する事項 

（単位：千円） 

イ．退職給付債務             △2,268,464 

ロ．年金資産                 745,302 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）     △1,523,162 

 

ニ．未認識数理計算上の差異               88,861 

ホ．未認識過去勤務債務             234,790 

へ．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ）  △1,199,511 

ト．前払年金費用                  － 

チ. 退職給付引当金（ヘ－ト）       △1,199,511 

 

（注１）厚生年金基金は複数事業主制度（総合型）のため、含

めておりません。 

なお、掛金拠出割合により計算した年金資産は、代行

部分を含め 2,640,281 千円であります。 

（注２）合併に伴い、併存していた職員退職金規程を統一化し

たことにより、未認識過去勤務債務が発生しておりま

す。 

 

３. 退職給付費用に関する事項 

（単位：千円） 

イ．勤務費用                 120,178 

ロ．利息費用                  45,329 

ハ．期待運用収益               △10,861 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額         － 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額        67,519 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額          26,087 

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）  248,254 

 

 

（注１）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。 
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第５６期（平成１６年３月３１日現在） 第５７期（平成１７年３月３１日現在） 
 
４. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 
イ．退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準 

ロ．割引率                2.25％ 

ハ．期待運用収益率               0％ 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数         － 

 

 

 

ホ．数理計算上の差異の処理年数       10 年 

（各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定率法により、それぞれ発生の翌期

から費用処理しております。） 

 

 
４. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 
イ．退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準 

ロ．割引率                 2.25％ 

ハ．期待運用収益率              1.5％ 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数        10 年 

（発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により、当期より費用処理しており

ます。） 

ホ．数理計算上の差異の処理年数       10 年 

（各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定率法により、それぞれ発生の翌期

から費用処理しております。） 

 

 

（税効果会計関係） 

第５６期 

（平成１６年３月３１日現在） 

第５７期 

（平成１７年３月３１日現在） 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 
（単位：千円） 

（１）流動資産 
   繰延税金資産 
   賞与引当金損金算入 
   限度超過額                 264,216 
   未払事業税他                  7,269 
   繰延税金資産合計              271,485 
   繰延税金資産の純額             271,485 
 
（２）固定資産 
   退職給付引当金損金算入 
   限度超過額                449,016 
   減価償却費超過額              20,356 
   貸倒引当金限度超過額            33,436 

繰延税金負債(固定)との相殺         △178,040 
   繰延税金資産合計             324,769 
 
 
 
 
 
 
（３）繰延税金資産合計             596,254 
   
２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との差異の原

因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率               42.05％ 

   （調整） 
    交際費等永久に損金に   

算入されない項目              22.42 
受取配当金等永久に損金に 
算入されない項目              △1.65 
住民税均等割等                         1.36 

    その他                   △2.46 
    税効果会計適用後の  
    法人税等の負担率            61.72％ 
 

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 
（単位：千円） 

（１）流動資産 
   繰延税金資産 
   賞与引当金                 264,242 
   未払事業税                  13,117 

貸倒引当金                 18,724 
   繰延税金資産小計              297,084 
 
 
（２）固定資産 

繰延税金資産 
 退職給付引当金              478,619 

   減価償却費                    10,935 
   貸倒引当金                      12,924 
   繰延税金資産小計             502,479 
 

繰延税金負債 
その他有価証券評価差額金               △225,203 
固定資産圧縮積立金                     △123,137 
繰延税金負債小計                       △348,340 
繰延税金資産合計                         154,138 
 

（３）繰延税金資産の純額            451,223 
    
２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との差異の原

因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率                40.49％ 

   （調整） 
    交際費等永久に損金に                     

算入されない項目              13.71 
受取配当金等永久に損金に 
算入されない項目              △1.45 
住民税均等割等                         1.19 

    その他                   △3.48 
    税効果会計適用後の  
    法人税等の負担率            50.46％ 
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（持分法損益等） 

第５６期 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 

第５７期 

自 平成１６年４月 １日 

至 平成１７年３月３１日 
 
関連会社に対する投資の金額       ２４１,２６９千円 

持分法を適用した場合の投資の金額      ２４９,０６２千円 

持分法を適用した場合の投資利益の金額     △４１６千円 

 
関連会社に対する投資の金額      ２４１,２６９千円 

持分法を適用した場合の投資の金額   ２７７,３３１千円 

持分法を適用した場合の投資利益の金額  ３６,０６１千円 
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（関連当事者との取引） 

第５６期（自平成１５年４月１日 至平成１６年３月３１日） 

１．子会社等 

（単位：千円） 

関係内容 
属性 

会社等 
の名称 

住所 
資本金 
又は 
出資金 

事業の内容 
又は職業 

決議権等の 
所有（被所 
有 ） 割 合 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の 
内容 

取引金額 科 目 期末残高 

子会社 
㈱ 協 和 
ラ イ フ 
サービス 

東京都 
渋谷区 

10,000 
車輌の販売 
整備損害保 
険 代 理 店 

（所有） 
直接 100％ 

兼任 2人 
車 輌 
損 害 保 険 
商品の購入 

車輌リース
車輌の整備
損害保険料
の 支 払 等 

54,772 
20,645 
 

46,044 

工事未払金 
 

未 払 費 用 

    300 
 
6,495 

地中埋設物
の移動修正 

同 左 78,145 

子会社 
㈱ シ テ ィ 
クリエイト 

東京都 
品川区 

30,000 
地中埋設物 
の移動修正 
工 事 

（所有） 
直接 100％ 

兼任 1人 ガス工事 
の 受 注 
受取利息 

同 左 
3,764 
 
955 

短期貸付金 
 

工事未払金 

 40,000 
 

 12,101 

子会社 
㈱協和日成
カスタマー
サービス 

東京都 
渋谷区 

20,000 

ガ ス 設 備  
安 全 点 検  
検   針  
料金収納業務 

（所有） 
直接 66.6％ 

兼任 1人 － － － － － 

関 連 
会 社 

東京理学 
検 査 ㈱ 

東京都 
品川区 

45,000 

配管に対す 
る理化学機 
器 に よ る 
検 査 

（所有） 
直接 44.4％ 

兼任 2人 

配管に対す 
る理科学機 
器 に よ る 
検査の発注 

同 左 4,447 

完 成 工 事 
未 収 入 金 

 
工事未払金 

  105 

 

  348 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．車輌のリース・車輌の整備・損害保険料工事の発注・検査の発注については、翌月の現金払い 

（注 1）上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

 

第５７期（自平成１６年４月１日 至平成１７年３月３１日） 

１．子会社等 

（単位：千円） 

関係内容 
属性 

会社等 
の名称 

住所 
資本金 
又は 
出資金 

事業の内容 
又は職業 

決議権等の 
所有（被所 
有 ） 割 合 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の 
内容 

取引金額 科 目 期末残高 

子会社 
㈱ 協 和 
ラ イ フ 
サービス 

東京都 
渋谷区 

10,000 
車輌の販売 
整備損害保 
険 代 理 店 

（所有） 
直接 100％ 

兼任 1人 
車 輌 
損 害 保 険 
商品の購入 

車輌リース
車輌の整備
損害保険料
の 支 払 等 

67,583 
18,272 
 

12,564 

未 払 金 
 

未 払 費 用 

     60 
 

  7,906 

地中埋設物
の移動修正 

同 左 44,957 

子会社 
㈱ シ テ ィ 
クリエイト 

東京都 
品川区 

30,000 
地中埋設物 
の移動修正 
工 事 

（所有） 
直接 100％ 

兼任 1人 ガス工事 
の 受 注 
受取利息 

同 左 
 4,657 
 

   859 

短期貸付金 
その他流動
資   産 
工事未払金 

 35,000 
    271 
 

 16,749 

子会社 
㈱協和日成
カスタマー
サービス 

東京都 
渋谷区 

20,000 

ガ ス 設 備  
安 全 点 検  
検   針  
料金収納業務 

（所有） 
直接 66.6％ 

兼任 1人 － － － － － 

関 連 
会 社 

東京理学 
検 査 ㈱ 

東京都 
品川区 

45,000 

配管に対す 
る理化学機 
器 に よ る 
検 査 

（所有） 
直接 44.4％ 

兼任 2人 

配管に対す 
る理科学機 
器 に よ る 
検査の発注 

同 左  2,937 工事未払金     917 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．車輌のリース・車輌の整備・損害保険料工事の発注・検査の発注については、翌月の現金払い 

（注 1）上記の金額には、消費税等は含まれていません。 
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 （１株当たり情報） 

第５６期 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 

第５７期 

自 平成１６年４月 １日 

至 平成１７年３月３１日 
 
１株当たり純資産額            ６０５.０１円 

１株当たり当期純利益            １５.５６円 
 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式がないため記載しておりません。 

 

 
１株当たり純資産額            ６３０.６６円 

１株当たり当期純利益             ２３.８１円 
 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式がないため記載しておりません。 

 

 （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 

項   目 

第５６期 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 

第５７期 

自 平成１６年４月 １日 

至 平成１７年３月３１日 

損益計算上の当期純利益         （千円） 181,010 276,684 

普通株主に係る当期純利益        （千円） 181,010 276,684 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳  （千円） 

利益処分による役員賞与金 
－ － 

普通株主に帰属しない金額        （千円） － － 

普通株主の期中平均株式数          （株） 11,631,733 11,621,348 

 

 （発行済株式総数・資本金等の状況） 

年 月 日 

発行済株式 

総数増減式 

（株） 

発行済株式 

総数残高 

（株） 

資本金増減額 

 

（千円） 

資本金残高 

 

（千円） 

資本準備金 

増減額 

（千円） 

資本準備金 

残高 

（千円） 

平成 16 年 4月 1 日～ 

平成 17 年 3月 31 日 
－ 11,800,000 － 590,000 － 1,909 
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Ⅴ．受注高、売上高の状況 
（単位：千円） 

第５６期 

（平成１６年３月期） 
区  

分 

工事の内容 

売 上 高 当期受注高 受 注 残 高 前期繰越高 

ガ
ス
工
事 

本 管 埋 設 工 事 

支 管 埋 設 工 事 

屋 内 配 管 工 事 

24,795,452 24,682,495 4,001,945 4,114,902 

建
築
・
設
備
工
事 

建 築 工 事 

給 排 水 衛 生 工 事 

空 気 調 和 設 備 工 事 

内 装 仕 上 工 事 

4,718,765 5,704,316 3,499,802 2,514,231 

電
設
・
土
木
工
事 

電 気管路洞道埋設工事 

上 下 水 道 工 事 

土 木 工 事 

1,440,144 1,406,513 138,589 172,220 

計 30,954,361 31,793,324 7,640,336 6,801,353 

商
品
販
売 

冷 暖 房 機 等 各 種 

ガ ス 機 器 販 売 
1,101,990 1,101,990 － － 

合  計 32,056,352 32,895,314 7,640,336 6,801,353 
 

第５７期 

（平成１７年３月期） 
区 

 

分 

工事の内容 

売 上 高 当期受注高 受 注 残 高 前期繰越高 

ガ
ス
工
事 

本 管 埋 設 工 事 

支 管 埋 設 工 事 

屋 内 配 管 工 事 

22,971,454 22,971,637 4,002,128 4,001,945 

建
築
・
設
備
工
事 

建 築 工 事 

給 排 水 衛 生 工 事 

空 気 調 和 設 備 工 事 

内 装 仕 上 工 事 

4,902,083 5,465,947 4,063,666 3,499,802 

電
設
・
土
木
工
事 

電 気管路洞道埋設工事 

上 下 水 道 工 事 

土 木 工 事 

1,239,023 1,382,243 281,809 138,589 

計 29,112,560 29,819,827 8,347,603 7,640,336 

商
品
販
売 

冷 暖 房 機 等 各 種 

ガ ス 機 器 販 売 
929,157 929,157 － － 

合  計 30,041,717 30,748,984 8,347,603 7,640,336 

  

 

 

 



 ‐31‐

 

Ⅵ. 役員の異動（平成１７年６月２９日付） 

 

１．代表者及び代表取締役の異動 

相談役（常勤）北原勝美（現代表取締役会長） 

 

２．新任取締役候補 

取締役 常務執行役員 川野 茂（現執行役員 経営企画室長） 

 

３．退任予定取締役 

北原勝美（現代表取締役会長） 

岩波忠一（現専務取締役 専務執行役員 管理本部長） 

灰原節雄（現取締役） 

       

４．昇格予定取締役 

常務取締役 常務執行役員 舩橋文雄（現取締役 常務執行役員 管理本部副本部長） 

 

５．役職の異動 

専務取締役 専務執行役員 社長補佐兼経営企画室長 金子一馬（現専務取締役 ガス設備事業本部、ガス導管事業本部、

建築土木事業本部担当） 

常務取締役 常務執行役員 エネスタ事業本部長 小島広士（現常務取締役 常務執行役員 ガス設備事業本部長） 

常務取締役 常務執行役員 建築土木事業本部長 建築土木事業本部電設土木事業部長兼務 大橋清次郎（現常務取締役 

常務執行役員 営業本部長、建築土木事業本部長、建築土木事業本部電設土木事業部長兼務） 

常務取締役 常務執行役員 管理本部長 舩橋文雄（現取締役 常務執行役員 管理本部副本部長） 

取締役 常務執行役員 ガス設備事業本部長 川野 茂（現執行役員 経営企画室長） 

 

６．人事の異動 

㈱協和ライフサービス代表取締役社長 小野 勝（現常務執行役員 ㈱協和ライフサービス出向 同社代表取締役社長） 

常務執行役員 営業本部長 知足 彰（現常務執行役員 ガス設備事業本部副本部長） 

執行役員 管理本部 経理部長 佐々木秀一（現管理本部経理部長） 


